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はじめに
　これまでの中国語教育史研究の中で、「（敗戦前の――引用者による） 中国語の
歴史的役割から侵略中国語と呼ぶようになった。」〔六角恒廣 「中国語教育史概
論」 （早稲田大学商学部商学同攻会 『早稲田商学』 第 272号昭和 53年６月刊 p67所載）、
或いは、「（学習誌の 『支那語』 i） は――引用者による） 次第に戦争 （侵略） 語学とし
ての中国語が明確に定着していく過程を明確にしている。」〔鳥井克之 「戦前の
所謂 「支那語」 雑誌について」 （『中国語教育』 1972年第２期中国語教育研究会刊
p54所載）〕というように、中国語と侵略とを直接結びつけた 「侵略中国語」、
「戦争 （侵略） 語学」 という言葉が見られる。とくに、「戦争語学」 という言葉
は、安藤彦太郎 『中国語と近代日本』 （1988年２月 22日岩波書店刊） のみならず
多用されている。そして、「侵略語学」、戦後用いられている 「戦争語学」 とい
う言葉は、いずれも 「侵略中国語」 の言い換えである。本稿は、戦後 60年と
いう節目を迎え、戦後の中国語教育の一断面を振り返るべく、「侵略中国語」
という言
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について考えてみたものである。
Ⅰ
　六角恒廣 『中国語教育史の研究』 （1987年 7月 25日東方書店刊） p12によれば、
「中国語教育史の研究は、昭和 30年 （1955） 前後の時期から生まれた研究分野
である。」 とし、同書 p15によれば、1955年３月に発表された 2つの論文、安
藤彦太郎 「中国語教育の歴史的性格」 （早稲田大学政治経済学部教養研究会 『教養
諸学研究』 第２号所載）、六角恒廣 「明治における日本の中国語」 （早稲田大学商学
部商学同攻会 『早稲田商学』 第 115号所載） により、「中国語教育史研究の第一歩
がふみ出された」 としている。
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　そして、前掲の六角恒廣 「中国語教育史概論」 によれば、「中国語教育史研
究の成立」 に深く関係しているとしているとして、安藤彦太郎の一連の論文―
― 1953年 12月 26日、東京大学教養学部で開催された中国語学研究会月例会
での講演 「急就篇をめぐって」〔『中国語学研究会会報』 1954・1・20第 22号
所載 （昭和 63年 5月 27日文生書院・東城書店刊復刻版による。以下同じ）〕に始ま
り、「共通討論テーマを学生と討議しよう」 （『中国語学研究会会報』 1954・8・20
第 29号所載）、「中国語教室の問題について」 （『中国語学研究会会報』 1954・9・20
第 30号所載） ――を挙げている。そこで、その主旨を 「共通討論テーマを学生
と討議しよう」 から引用すると、
「つきつめれば教える側の主体性の問題に帰着しよう。つまり、「だれに
奉仕する中国語を教えるか」 という問題だ。この問題をはっきりさせる
ために、「いままでだれに奉仕してきたのか」 ということを歴史的にふり
かえってみるのだが、そのたびにわたしは、骨を噛むような気持ちにお
そわれる。かといって、これを避けて通ることはできない。」
というものである。
　ここでいう共通テーマとは、中国語学研究会関西支部が 1954年中国語学研
究会全国大会 （金沢大会） に提起した討論共通テーマ 「中国語教育方法論」 で
ある。「関西支部提出全国大会討論共通テーマ 『中国語教育方法論』」 （『中国語
学研究会会報』 1954・7・20第 28号所載） によれば、（A） 一般教養としての中国語
教育体系、（B） 専門学科としての中国語教育体系、（その 1） 国際的実務に従事
する人物の養成するためのもの （その 2） 中国文化を研究するもののためのも
の、という三つの教育体系の現状 （教材、教育内容） を整理分析し、以ってど
のような中国語教育を行うことができるか、という現在から見ても至極妥当な
問題提起であった。しかし、この金沢大会は、「金沢大会を顧みて」 （座談会）、
「全国大会の主旨を会報にも反映させよう」 （柴垣秀太郎） （いずれも 『中国語学研
究会会報』 1954・12・10第 33号所載） によれば、関西支部・関東支部・学生の３
者の間でうまく議論が噛合わなかったという。
　後年、安藤彦太郎は 1968年の中国語検定試験反対の論陣を張る中で、「中国
語は外国語である――戦後の中国語教育」〔『日本人の中国観』 （昭和 46年 3月
15日勁草書房刊昭和 46年 6月 15日第 2刷所載による）〕を書き、1954年当時を回
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顧して
「日本の中国語教育は、中国侵略への基礎のうえに成立してきた。その点
では先にのべた戦時中の科学的中国語の研究も同様であった。当時、教
師・研究者そして学生が、主観的にはいかに日中両国人民の親善友好を
願う気持ちをもっていたとしても、それに反する結果を中国語教育はも
たらした。（中略） そのかんに中国語自体の変化がおこった。何をおしえ
るか、ということは、せんじつめればこれらの問題に日本人としてどう
対処するのか、という点に帰着するはずであった。「中国語は外国語であ
る」 ことからすすんで、なんのために中国語を教え、かつ学ぶのか、言
いかえれば、「中国語とはいかなる外国語であるか」 という点について、
さらにきびしい論議が必要だったのである。」
と述べている。
Ⅱ
　よく知られているように、中国語教育史研究の淵源は、何盛三が、その前
著・阿麽徒 『北京官話文法 （詞編）』 （大正８年４月 21日赤松喬二刊） を補訂した
『北京官話文法』 （昭和３年 10月 28日太平洋書房刊） の中で、「近代支那語 （口語）
が」 「如何にして我が日本人に学ばれたかを少しく考えて見よう」 として、「徳
川時代」、「明治初年 （南京官話時代）」、「明治九年より日清戦役まで （北京官話時
代の初）」、「日清戦後現在に至る」 と分けて論じたことに始まる。何盛三の視
点は、「総説」 の 5つの構成―― 「支那語の種類」、「北京官話」、「国語統一運
動と白話文学運動」、そして 「近代日本に於ける近代支那語」 という構成――
に見られるように、日本人の学ぶべき中国語の共通語はなにかというもので
あった。
　その後、昭和 6年 5月 16日、「支那語ノ研究及支那語教育ノ向上ヲ謀」 る
目的で発足した全国組織の支那語学会 （東京・文求堂内） が成立 ii） すると、上述
した何盛三の問題意識と連続したものであるか否かは不明であるが、明治初期
の中国語教育を回顧する考察・談話記録が現れてくる。それは、興亜会支那語
学校についての宮島貞亮 「明治最初の支那語学校」 （慶応義塾大学東亜事情研究会
『東亜事情論文集』 （昭和 8年度） 昭和８年 12月刊所載） であり、支那語学会での中
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田敬義の回想談をまとめた 「明治初年に於ける支那語の研究に就て」 〔支那語
学会 『支那語学報』 第 4号 （昭和 11年 10月 25日文求堂刊） 所載〕である。また、
渡会貞輔 「支那語雑誌小史」 が宮越健太郎主幹 『支那語』 第５巻１号～第３号
（昭和 11年１月１日～３月１日外語学院出版部刊） （但し、第５巻１号は筆者未見） に
連載された。
　そして、中国文学研究会編 『中国文学』 （生活社刊） は、「日本支那語史」 構
築を目的として、実藤恵秀、魚返善雄、曹欽源を中心に、第 83号 （昭和 17年
５月 1日刊） を特輯 「日本と支那語」 とした。実藤恵秀はその 「後記」 冒頭で、
　 「支那語の歴史は語学以外の問題をふくんでゐる。これには日支文化交渉史、
日本人大陸進出史がからまつてゐる。」
　と述べている。実藤恵秀のこの問題意識は、この段階においては前掲した何
盛三の視点を否定したものとまでは言えないが、その力点を 「日本人大陸進出
史」 に置けば、中国語教育史の本筋である語学の問題を後景に追いやる要因を
含むものであった。
　そして、敗戦までの間では、宮原民平主幹 『支那語雑誌』 （蛍雪書院刊） に中
国語教育史研究関連の論考が見られ、第２巻 6号～第 8号 （昭和 17年 6月 1日
～ 8月 1日刊） には 「私が支那語を始めた頃」 と題して連載され、第 3巻 6号
～第 4巻 2号 （昭和 18年 6月 1日刊～昭和 19年 2月 1日刊） まで 9回にわたり、
実藤恵秀と魚返善雄とが 「支那語書誌学」 を連載している iii）。とりわけ、魚返
善雄のものは現在でも参考にすべき書誌的記述が多い。
　戦前の中国語学界の悲願は、前掲した支那語学会の趣意――支那語教育ノ向
上――に現れているように、「支那語」 の正科化、つまり、高等学校での 「正
科」 化と中等学校 （商業学校ではない） における 「正科」 昇格であった iv）。その
前段階と位置付けられたのが中等学校漢文科目における 「時文」 の設置 （昭和
14年 2月 9日文部省訓令） であった。そして、さらに正科化に歩を進めんとして
編まれた雑誌が、奥平定世編集 『支那語と時文』 （昭和 14年 7月 1日開隆堂創刊）
である。また、中学校用の中国語教科書も、昭和 14年 1月 25日には、宮原
民平 『新編中等支那語教本』 （全 5巻） 巻 1 （東京開成館刊）、同年 7月 1日には、
倉石武四郎 『倉石中等支那語』 （全 5巻） 巻 1 （岩波書店刊） が刊行され、前者は
昭和 15年 8月 6日文部省検定済中学校・実業学校外国語科用となり、昭和 16
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年度文部省選定教科書となっている。そして、昭和 16年 1月、蛍雪書院から
新しく前掲の 『支那語雑誌』 が創刊される。その 「編輯後記」 には、
「従来の支那語学習は実用一点張りであつた。然し支那語が一度び中等学
校其他に正科として採用されて来ると、それ丈では済まされなくなつて
来る。これは日本の支那語学界が今後すぐ当面する問題だから心してお
くべきだ。」
と書かれている。「支那語」 正科化の端緒がついた昭和 16年当時は、支那語学
会の成立以来、それまでの 「実用主義」 の反省に基づき、中国語学研究は進展
し、前年の 12月 5日には、外語学院出版部刊の学習誌 『支那語』 が臨時増刊
「支那語文法研究号」 を刊行し、この年には、倉石武四郎 『支那語教育の理論
と実際』 （昭和 16年３月 22日岩波書店刊） も刊行され、中国語教育にも眼が向か
れはじめた時期であった。しかし、大東亜戦争開戦により、紙の手配にも事欠
くようになり、中国語学習誌の頁数も減少し、天理外国語学校海外事情調査会
編 『支那語研究』 v） は第 8号〔昭和 18年 9月刊、筆者 （鱒澤） 未見〕で休刊、
大阪外国語学校支那語研究会編 『支那語と支那文化』 は第 5巻第 7号 （昭和 18
年 6月 26日発行） まで刊行され、『支那語文化』 と改題発行するも第 2号 （昭和
18年 11月 26日発行） で停刊、上海東亜同文書院大学華語研究会編 『華語月刊』
も第 119号 （昭和 18年 11月 10日発行） で休刊、さらには、『支那語雑誌』 は昭
和 19年 3月号を以って東京の他の 2雑誌、『支那語』、『支那語と時文』 ととも
に廃刊、統合され、『支那語月刊』 （帝国書院刊） となる。しかし、これも昭和
19年 12月号をもって廃刊されvi）、中国語学研究はもとより中国語教育史研究
も頓挫しvii）、敗戦を迎えるに至った。
　日本敗戦後、『支那語月刊』 は、編集者・守屋紀美雄を変えることはしな
かったが、「支那語」 の名称を捨てviii）、『新中華』 第 1巻第 1号 （昭和 21年 6月
1日帝国書院刊） とし再刊した （1947年 1月号の第 2巻第 1号からは 『中国語雑誌』
と再改題している）。『新中華』 第 1巻第 1号には 「昭和 16年 3月 11日第 3種
郵便物認可」 とあり、所載の 「模擬試験」 （長谷川寛） は 『支那語月刊』 昭和
19年 12月号の、即ち、終刊号の 「問題解答」 を掲載し、『支那語月刊』 継続
誌としての面影を残している。しかし、六角恒廣によれば、「戦後まもない時
期の中国語学習者の多くはそれまでの日中関係の歴史を批判する立場から中
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国語を学習することになった。」 ix） と書く通り、「巻頭言　華語の回復」 （岡本
隆三筆と思われる） では、「我々が帝国主義のお先棒たるべく支
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（ルビﾏ　ﾏ） を学
んだのは昔の思い出になつた。」 と記している。そして、『〔中国語雑誌〕新中
華』 第 1巻第 5号 （昭和 21年 12月 3日刊） に、実藤恵秀は 「明治以前の中国語
研究――日華語学関係史 （1） ――」 を書き、その中で、
　 「倭寇の大規模なものが、豊臣秀吉の朝鮮征伐かもしれません。かれは北京
を占領するといひ、そのときの用意に、かんたんな中国語を扇にかきつけて
もつてゐた、といはれます。これぞ、いはゆる 「侵略中国語」 のはじまりで
す。明治になつてよみがへり、さいきんの敗戦にいたるまでつづけられたの
でした。」
と、「侵略中国語」 という、それまでにない新しい名称を明治以降敗戦までの
中国語に与えたx）。戦前にも中国語を 「戦争語学と云われてもよい、職域奉公
以て国家に貢献することを念頭に置いて学習すべきである」〔中沢信三 「支那
語学学習態度について」 （『支那語』 第 10年第 4号昭和 16年 4月 1日外語学院出版
部刊）〕と自ら 「戦争語学」 と呼称した例はあったが、実藤恵秀は 「侵略中国
語」 という造語により戦前との決別を示した。
　さて、この 「侵略中国語」 という造語は、日華事変により、戦地を長城内の
中国大陸に拡大させられ長期戦に引きずり込まれ、大東亜戦争に敗北した日本
に対し、明治以降の歴史を侵略と断罪した言葉であり、同時に、明治以降の中
国語教育を負の遺産として総括する立場を明確にした言葉であった。そして、
これは戦後の中国語教育の傾向を暗示し、戦後の中国語教育史研究の方向を示
した絶妙なネーミングであった。そして、これは、前掲の安藤彦太郎の立論に
継承されたのである
　敗戦後、米軍の War Department Education Manual EM506-507として刊行さ
れた Charles F. Hockett & Chaoying Fang 『Spoken Chinese』 の存在をはじめて
知った日本の中国語学界では、伊地智善継 「アメリカの中国語学――特に最近
の傾向について――」 （『中国語語学』 29昭和 24年 8月刊所載） で、「ともかく注目
すべき点が多い」 とし、倉石武四郎 『ラテン化新文字による中国語初級教本』 
（1953 年６月 20 日岩波書店刊） の 「はしがき」 では、「この教本の形式がほゞ
Spoken Chinese のやりかたを学んだ」 とあり、また、金子二郎編 『初級中国語
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読本――中国語のはなし方――』 （1957年 5月 29日江南書院刊） の 「まえがき」
でも、『Spoken Chinese』 に触れているように、『Spoken Chinese』 が戦後日本
の中国語教育に与えた影響は非常に大きかった。そして、該書が、「Spoken 
language」 シリーズとして米軍の語学集中訓練用に編まれたことに思いを致す
ならば、『Spoken Chinese』 を編纂できるほどの力の入れ方が日本軍になかっ
たことを後悔反省し、中国語教育に日本軍が熱心でなかったこと （xi） を後悔反
省することのほうが、実藤恵秀が 「侵略中国語」 という造語を生み出すより
は、はるかに建設的であったであろう。しかし、米軍被占領下 （昭和 20年９月
２日から昭和 27年４月 27日まで） の状況では、如上の内容を実感しても直截的
な軍事に及ぶ総括はできず、教科書作成という点にのみ総括する以外に道はな
かったものと思われる。そして、実藤恵秀によって発せられた 「侵略中国語」
という造語に表現された視点は、戦後の中国語教育に悪しき影響を与えること
になった。
Ⅲ
　『披黒雲睹晴天　浅川謙次追悼遺稿集』 （1977年 12月 30日淺川謙次追悼遺稿集刊
行委員会編刊） 所載の 「略歴」 によれば、中国語研修所学校 （1966年設立） 創
始者・浅川謙次 （1910～ 1975） は 1945年に日本共産党に入党している。1951
年、中国研究所 （1947年開設） 理事となり、1966年、中国プロレタリア文化大
革命を契機に中共と日共が袂を別った結果、除名離党している。
　浅川謙次の中国語教育の主張は 『アジア経済旬報』 1968年 6月下旬号所載
「中国語教育における歴史的課題」 の次の言に明確である。
「中国語の学習・教育を日本人民の解放運動のなかに位置ず
ママ
け、真に日中
両国人民に奉仕するものにすることである。もっと具体的に云うならば、
日本の自衛隊や特審xii） 公安調査庁でどのように中国語を発展させようと
中国語法の研究がすすもうと、それは、日中両国人民にとっては、それ
だけ危険を増大させるものであり、大きな政治的視点からするならば、
人民の中国語の振興を扼殺するものでしかない。この論理をしっかりつ
かむ必要があろう」xiii）
　この主張は、前掲した安藤彦太郎の 「だれに奉仕する中国語を教えるか」 と
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同じもの、或いは、その延長線上にあるものと理解されよう。この主張は、反
日本政府、親中華人民共和国政府＝親中国共産党という構図をも明確にしてい
る。これをより具体的に示すものとして、浅川謙次は前掲の主張に続け、1960
年安保闘争時の日中友好協会事務局長三好一の言、
「中国敵対の最大かつ具体的表現である新日米安保条約反対の国民運動が
こんなにも盛りが
（ママ）
っているとき、中国語学習者、教師がわからは、まだ
まとまった形での反対の意志表示がなされていない……
（ママ）
…。」xiv）
を引用し、1970年安保闘争では、「もはや 60年のとき三好氏から指摘された
ような散漫な状態はゆるされないであろう。」 と続けているからである。
　よく知られているとおり、直接的にはほぼ 1966年 8月に紅衛兵の登場に始
まる中国プロレタリア文化大革命まで、日中両共産党の蜜月時期においては、
日中友好運動の中核は日本共産党が握り、中国書店 「大安」 の経営を含め、中
共の対日文化戦線の一翼を日共が担っていた構図が続いていた。このことは、
中国語学習、中国語教育においても例外ではなかった。日共が主導する日中友
好運動という大衆運動の衣をまとった政治運動の隙間に、倉石武四郎は 「倉石
中国語講習会」 を主催し、「中国語を依然として技術の範疇にとじこめ、中国
語の学習と政治とを切り離して」xv）、民間の中国語学習を舵取りしていたので
ある。しかし、中国プロレタリア文化大革命を契機として発生した 1967年の
善隣学生会館事件により、日共と反日共派の対立から教室を確保できず、「倉
石中国語講習会」 を解散せざるをえなくなる事態を生じた。これ以降、前掲し
た浅川謙次の立論に見られる如く、それまでの反日本政府、親中国政府＝親中
国共産党に反日本共産党という党派性を加え、現実の政治＝中共の対日政策に
中国語教育を従属させるという、政治への従属という点では戦前期と同質とは
いえるが、戦前とは対極的な反日本政府的性格がさらに一層強められた。そし
て、1972年日中国交回復後もこの傾向は続いたが、中共自身が中国プロレタ
リア文化大革命に否定的結論を出し、日共と和解するに及び、表面的には些か
の沈静化をしている。とはいえ、依然として現在も、中共の対日政策に従属す
る奇妙な政治主義が 「日中友好」 という名で中国語学習・教育に投影される傾
向がないとは言えない。
日本造語 「侵略中国語」 考 （鱒沢）　（297）
Ⅳ
　万事、「彼を知らずして己を知らざれば、戦う毎に必ずあやうし」 である。
「中国を知る」、「日本を知らせる」、その手段の 1つが中国語である。その意味
で戦前期の中国語教育がそれを担いえたかどうかを、当事者との間にその突き
合わせする具体的な議論の機会を夭折せしめ、口封じの役目を果たした点にお
いて、また、戦前の中国語教育を批判する者に 「我は正義なり」 という立場を
無条件で与えた点において、中国語教育上、中国語教育史研究上、「侵略中国
語」 という言葉は、中国大陸では漢奸裁判前夜、日本は被占領下であったとは
いえ、実藤恵秀の罪深い造語であった。
 （了）
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（298）　中国文学研究　第三十一期
「戦ひ終わつた今、想を新たにして第 9号を世に送る。」 とある。
ix） 『中国語教育史の研究』 （1987年 7月 25日東方書店刊） P14
x） 実藤恵秀、安藤彦太郎らを編輯責任者として創刊された 『新中国』 （昭和 21年
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